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近年、少子高齢化の進展等を背景に既存顧客への関心が高まり、カスタ
マー・エクスペリエンス（顧客体験）の向上が企業にとって重要なテーマと
なっている。保険業界においても同様である。しかし、保険ビジネスにはカ
スタマー・エクスペリエンス向上を困難にする特有の課題が存在する。課題
の解決策を考えるとともに、カスタマー・エクスペリエンス向上を目指す時
代における保険商品のあるべき姿を論じたい。さらにあるべき保険サービス
の実現に必要なテクノロジーであるAIについて、活用方法と実現のための導
入戦略を、併せて論じたい。
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カスタマー・エクスペリエンス
（顧客体験）向上取り組みの高まり

近年、少子高齢化による人口減少を背景
とした各業界での成長の鈍化・停滞が課
題視されている（図表1）。新規顧客の
獲得が困難になったことで、既存顧客
との関係構築の重要性が増し、カスタ
マー・エクスペリエンスの向上が叫ばれ
るようになった。カスタマー・エクスペ
リエンス向上の目的は、一つ一つの体験
における顧客の感情を大切にし、ロイヤ
リティを高め、長く愛されるブランドに
なることである。また、デジタル化の進
展により、顧客接点が多様化し、増加し
たため、包括的な顧客体験マネジメント
の必要性が高まっている。例えば、ある
顧客が異なる接点からアクセスしてきた
際にも、同一の顧客と認識し、他チャネ
ルでの対応履歴を踏まえた、サービスの
提供が望まれる。

保険業界のカスタマー・エクスペ
リエンス向上における課題

保険業界において、カスタマー・エクス
ペリエンス向上に取り組むにあたり、主
に2つの課題がある。

1つ目の課題は、契約中心のビジネスモ
デルである。多くの保険会社では、各
サービスの提供の根拠が保険契約である
ため、顧客名や顧客IDではなく、契約を
特定する証券番号中心でサービスが提供
される。その反面、保険会社によって
は、ある顧客が複数の契約を持っている
場合でも、データ上両契約の保有者が同
一顧客であると断定できないケースも発
生している。その結果、個々契約に対す
るサービスの履歴は集約可能でも、顧客
単位で情報を集約できず、各サービス同
士が断絶してしまう。カスタマー・エク
スペリエンス向上において、顧客ごとの

包括的な体験の提供は重要であり、個々
サービスの質の向上はもちろんのこと、
各サービス同士が調和していることが望
まれる。サービスの調和は、体験におけ
る顧客の感情を大きく左右する。例え
ば、どんなに丁寧な案内であっても、契
約ごとに同じ内容のものが2通届くよう
では顧客の感情に十分に訴えることは難
しい。契約中心のビジネスモデルから脱
却し、顧客中心のビジネスモデルに変革
しなくてはならない。散在する顧客デー
タを名寄せ・統合し、顧客単位で情報を
整理することで、各顧客を深く理解し、
各顧客にあったサービスを調和した形で
提供することが可能になる。

2つ目の課題は、保険事業が顧客接点の
少ないビジネスであることである。主な
顧客接点は契約時と保険事故発生時に限
られる。しかし、リスクに対応するとい
う商品の特性上、本来、顧客の抱えるリ
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大きな2つの環境変化

1. 非金融事業者の金融参入

非金融事業者の銀行業参入が加速してい
る。2000年代初頭、楽天、セブン、ソ
ニー、イオン、といった非金融大企業の
一部が先駆けて銀行業に参入した。だが
この流れは一部の大手事業者に限られ
た。銀行業への参入は、投資・財務面は
もちろん、規制リスク対応、ノウハウ・
態勢整備、撤退の非容易性といった面
で、参入のハードルが非常に高いことが
背景にある。

しかしながら、この数年で風向きが変
わってきた。非金融事業者が既存銀行と
パートナーシップを組んで新たに銀行参
入を表明するケースが徐々に増えてお
り、その代表例がLINEとみずほ銀行の提
携であろう。膨大な顧客基盤・顧客接点
を持つ非金融事業者に真っ向から競争す
るよりも、価値共創する道を模索し始め
たものであり、顧客からは歓迎されるこ

とだ。現状、消費接点における金融体験
は大きく分断されている（英会話教室の
申込と教育ローンの申込を例にすれば、
英会話教室契約時に、教室の申込書を記
入した後、ローン申込をする信販会社等
の申込書に同じ内容を延々と転記するこ
とになり、最悪の場合には、手続き後に
ローン審査が謝絶、ということもあり得る）

消費活動の裏側にある金融サービスが消
費接点の中にシームレスに埋め込まれる
ことで、ストレスを感じない体験となる
ことは、潜在的な顧客ニーズとして数多
くある。銀行には、顧客の前面に出るべ
きポイントとそうでないポイントの見極
め・区別が求められる。

2. 銀行業のオープン化の潮流

金融先進地域行であるEUでは2016年に
PSD2（Revised Payment Services Directive）
という指令の法制度化が加盟各国に義務
付けられた。この指令は、要約すれば、
顧客指図の元、銀行は自行口座の情報開

示や決済指示を受付ける必要がある、と
いうものだ。銀行しか持ち得ていなかっ
た情報や機能を、APIを介して外部事業
者も利用することができるようになる
（＝銀行業のオープンAPI化）。2017年
に弊社が行った欧州非金融事業者決済担
当幹部50名へのインタビューでは、91%

が今後一年以内にオープンAPIを活用し
たサービスを開始すると回答し、また同
時に行ったグローバル大手行経営幹部
100名へのインタビューでも、95%が
2019年内に大規模な投資を行うと回答
している。実際に筆者が欧州のフィン
テック事業者調査を行った際も、大手銀
行の顧客情報を活用したサービス展開を
行っている例がいくつも見られた。

欧州の流れを受け、日本でも金融庁が主
導しオープンAPI化に向けた検討が進ん
でおり、近い将来、日本国内でもオープ
ンAPI化のビジネス機会への戦略的投資
が活発になることと想定するのは自然で
ある。

スクの変化にあわせ、継続的な見直しを
行うことが望ましい。この保障の見直し
を重要な顧客接点と捉え、カスタマー・
エクスペリエンス向上の機会としたい。
保障の見直しは、継続的・反復的なプロ
セスであるため、時間や場所にとらわれ
ない、デジタルの活用が適している。例
えば、日々インプットされる顧客データ
に応じてAIがリスクの変化を検知し、タ
イムリーに保障の見直しを提案するサー
ビスを提供することで、保険をより日常
的なものと捉えてもらうことができる。

これからの保険商品のあり方

カスタマー・エクスペリエンスの向上を
実現するにあたり、これからの保険商品
はどうあるべきであろうか。本丸の保険
商品がカスタマー・エクスペリエンス向
上を目指したものではない限り、サービ
スは調和せず、顧客の感情面に訴えるこ
とは難しくなる。現在の保険商品は、前
述のサービスと調和するものであるだろ

うか。継続的な保障の見直しを実施し、
必要な保障が判明したとして、それらの
保障をすぐに提供することはできるだろ
うか。保険の種類にもよるが、特に生命
保険の場合、加入時の審査に一定の時間
を要する。保険会社が継続するために、
重要なプロセスではあるが、変化への迅
速な対応を目指す継続的な保障見直し
サービスとは必ずしも調和しない。保険
商品のあり方を考え直す必要がある。1

つの考え方として、様々な保険商品を
個々に販売するのではなく、包括的な1

つのサービスとして提供したい。サービ
ス加入時にあらゆる情報をあらかじめ提
供してもらい、全ての保険についてアン
ダーライティングや保険料計算等、通常
保険契約ごとに発生する事務を完了して
おくことで、素早く保障を変更できるよ
うにする。リスクに応じて優先順位づけ
したポートフォリオに顧客の拠出可能な
保険料を振分け、最適な保障を構築す
る。保障に応じた保険料を請求するので

はなく、拠出可能な保険料の中で、リス
クへの対応の最大化を目指すことで、保
障変更時の事務を減らし、少ない保険料
でも情報さえ出せばサービスに加入でき
るようにする。保障を一元管理すること
で保障間のバランスを考慮したポート
フォリオの構築が可能であり、サービス
の調和にもつながる。拠出可能な保険料
の全てを使わなくてもリスクに対応可能
な場合、残額を生存保険等で積み立てる
ようにしてもよいだろう。将来的に他の
金融機関と協業することで、預金や株式
もポートフォリオの候補に加えることで
総合的な金融サービスに成長する可能性
もある。本来、リスクへの備え方は保険
に限定されなくてもよいと考えられるた
めである。預金から保険料を拠出するの
ではなく、リスクへの対応にフォーカス
し、余ったお金の運用方法の一つとして
預金を選択肢とすることで、より能動
的・戦略的な人生設計をすることも可能
となる。

AI導入戦略

前述のような複雑なポートフォリオの
日々変化するリスクを考慮したうえで、
タイムリーに見直し続けるのは非常に大
変である。このサービスの実現にAIの活
用を考えたい。近年のテクノロジー進展
の影響で、保険においてもデジタルの活
用に好意的な調査結果も出ているため、
顧客からも歓迎されるはずである（図表
2）。AIを活用したサービスの実現性を
高めるために、AIの導入戦略についても
考えておきたい。AIの導入で最もネック
になりやすいのが初期学習である。AIを
活用するためには、AIに情報を与え、学
習させる必要がある。AIの活用とフィー
ドバックを繰り返すことでAIが成長し、
より高度なアウトプットを出せるように
なることで活用が一層促進される、とい
うのが理想的なAIと人との関係である。
しかし、現実にこのような好循環を構築
するのは容易ではない。AIのアウトプッ
トの質が低く、そもそもビジネスで活用

されない場合や、AIの成長が期待より遅
く、利用者がフィードバックの意義を感
じられなくなってしまう場合等である。  

いずれの場合も、AIの初期育成段階で起
きやすい課題である。AIの導入を実現す
るためには、AIの育成方法、およびAIに
対して良質なフィードバックが集まる仕
組みを併せて考えなくてはならない。ま
ず、負荷の高い初期育成については、大
人数で実施することで、一人当たりの負
担を減らす方法を考えたい。思い切って
顧客をAIの育成に巻き込んではどうか。
十分に成熟する前のAIは適切なアウト
プットを返すことは困難なため、あくま
でベータ版と位置づけ、無償で「顧客の
状況をタイムリーに反映して保障見直し
を提案するAI」を提供し、使用してもら
うことで情報を収集する。また、良質な
フィードバックを得るため、提案内容を
参考情報として表示するだけでなく、保
障の見直しに直結させるべきである。提
案内容がどのように保障の見直しに反映
されたかは、AIにとって良質なフィード

バックになり得る。また、保険事故の発
生実績情報もインプット情報として活用
したい。

最後に

顧客をAIの育成に巻き込むということ
は、顧客にAIを育成するという体験を提
供することでもある。今後、AIの活用を
進めていくにあたり、情報を積極的に提
供し、社会でAIを育成していこうという
風土を醸成することは極めて重要であ
る。AI育成に積極的に関与したことで、
より良いサービスを享受できるようにな
るという経験は、AIを社会で育成してい
く大きな原動力になる。より良いサービ
スはたくさんのお金を出して買うのでは
なく、たくさんの情報を提供することで
一緒に作る、という価値観が社会で共有
されれば、AIは現在とは比べ物にならな
いスピードで発達し、カスタマー・エクス
ペリエンスの向上にも寄与するであろう。

ビジネスモデル

前述の通り、非金融事業者が銀行とパー
トナーシップを組んで新たに銀行業へ参
入するケースが増加してきた。ただ、銀
行の力を借りたとしても、やはり銀行業
免許を取得し、銀行事業を運営すること
は容易ではない。非金融事業者だけの問
題だけではなく、銀行側の体力にも限り
がある。結果、銀行参入が可能なのは、
資本体力や膨大な顧客基盤を持つ事業者
のみにとどまり、非金融事業者参入は市
場をディスラプトする程度の潮流には至
らないのではないかとの見方も一部にあ
る。否。これにオープンAPI化の潮流を
重ねると景色が変わってくる。

新しいビジネスモデル
～ オープンバンキング

オープンAPI化の潮流を逆手に取り、銀
行が金融機能を積極的にAPIで外部事業
者に解放することを考える。外部事業者

は、自社サービスの顧客動線の中に自社
ブランドの金融サービスを組み込み、消
費接点と金融接点がシームレスに繋がっ
た体験を構築することが出来ないだろう
か。銀行機能をAPI解放することを、
「オープンバンキング」と呼ぶ。かつて
ビル・ゲイツが述べた通り、金融の価値
創出の単位は「金融機関」ではなく「金
融機能」であるべき、というスタンスだ。

オープンバンキングを活用すると、外部
事業者は自社で銀行業免許を必ずしもと
る必要はなく、安価かつスピーディーに
事業を立上げることができ、事業撤退の
ハードルも下がる。結果として金融サー
ビスへの参入事業者が飛躍的に増え、ビ
ジネスのスケール余地は十分に生まれる
と考えられる。

戦略的ポジショニングオプション

オープンバンキングを想定したビジネス

モデルにおいて、銀行がとり得るポジ
ショニングは大きく4つに大別される
（図表1）。

① インテグレーター

自行商品・サービスを自行チャネルで顧
客に提供するモデル。（=従来のB2C銀行）

② ユビキタス・プレイヤー

自行の金融商品・サービスをAPIを介し
て外部事業者に解放。外部事業者を通じ
て商品・サービスを提供するモデル。外
部事業者は、例えば銀行代理業者として
自社サービスの中に金融サービスAPIを
組み込み顧客体験を設計することが可能
だ。銀行は多数の非金融事業者と提携す
ることで顧客基盤を一気拡大することが
狙え、かつ、営業店といったチャネルは
不要でコンパクトな運営態勢によるコス
トメリットを享受することも狙える。

モデルケース

2016年に設立されたドイツのSolaris 

Bank。口座・決済・ローンの機能を外
部事業者（銀行代理業者）に提供。EU

圏内で60以上の提携事業者基盤を有する。

③ プラグ&プレイヤー

自行商品・サービスだけでなく、他行・
他社の金融商品・サービスも自社チャネ
ルで顧客に提供するモデル。銀行は、顧
客にとって最適な商品を分析し提案する
ことが出来る。また、自行で一通りの商
品を取りそろえる必要がない。他社商材
も取り扱うため、新しい商材を低投資か
つクイックに顧客に届けることができ、
事業環境変化にも強い。銀行が直接顧客
接点を持つことから、②ユビキタス型で
は難しい、コンサルティング業務を要す
るような高度な商品の取り扱いも可能に
なる。

モデルケース

2013年に設立されたドイツのN26。自行
では流動性預金口座・決済機能を主に取
り扱い、貯蓄性口座、運用、保険、と
いった機能は外部サービス（大手事業者
やスタートアップと提携）をAPIを通じ
て活用。外部サービスのUIは完全にN26

のUIに統合されており、顧客体験の分断
が一切ない。

④ マーケットプレイス・プレイヤー

他行・他社含めた金融商品・サービスを
マ ー ケ ッ ト と し て 提 供 す る プ ラ ッ ト
フォーマーのポジション。外部事業者は
必要な金融機能を選択しAPIを通じて提
供する。プラットフォーマーとしてAPI

提供先の外部事業者基盤や開発者基盤を
広く抑える。金融機関がサプライヤと
なっていく中、価格競争に巻き込まれな
いポジションや、顧客理解や事業者理解
といったインテリジェンス領域における
競争優位性・持続性も獲得することを狙う。

モデルケース

スペインのBBVAが2016年にスタートし
たAPIマーケットサービス。自行＋外部
のAPIをマーケットとして提供。2016年
の一年間で1,500ものAPI利用事業者・外
部API開発者がプラットフォームに登録。

実現に向けて

オープンバンキング型のビジネスモデル
を実現するにあたっては、各業種におけ
るユースケースデザイン、プライシング
モデル、リスク管理指針、情報／顧客
データベース設計等々の従来型銀行との
差分になる部分で様々な論点がすぐに思
いつくだろう。

ただし、本当に重要であり、まずもって
考えなければならないのがシステムの問
題だ。特に、不可侵の聖域とされていた
コアバンキングシステムへの手入れが必
須になる。ここを乗り越えなければ絵に
描いた餅止まりである。

正解の分からないビジネスに対する実現
指針

オープンバンキングを始めとした、隆盛
直後の、誰もやったことが無い、正解が
分からないビジネスに対し、多大なコス
ト、リソース、時間を投下し、さらには
既存事業をリスクにさらしてまで実行判
断を行うことは現実的に難しい。

こういった案件を推進するにあたって
は、既存資源に手を入れることなく、割
り切って、「早く、安く、ゼロベースで
新しく作る」アプローチが有効と考え
る。特にコアバンキングシステムのよう
な重厚長大かつ柔軟性の低いシステムに
対してはなおさらである。

実際、スペインのSantander銀行は2017

年新しいデジタルバンキングサービスを
ローンチするために、別エンティティ

（Openbank）をリブランディングし、
全く新しくコアバンキングシステムを導
入しなおした。その際システムだけでな
く、ガバナンスモデル（新サービス等の
投資意思決定プロセス等）も親会社から
切り離し、独自でスピーディに行えるよ
う、新たに構築している。

as a Service型でのシステム活用

早く、安く、新しくバンキングシステム
を立ち上げる一つの具体的なソリュー
ションは、as a Service型のシステム利
用だ。例えば、グローバルで実績を上げ
ている、2011年に設立されたドイツの
Manbu社はコアバンキングシステムを
SaaS型で銀行に提供しており、年間5億
円でバンキングシステムを導入すること
が可能だ。

最後に

2019年、アップル社がApple Cardを発表
したことは記憶に新しい。ゴールドマ
ン・サックス社が機能提供してアップル
社ブランドでクレジットカードを提供す
る、まさにオープンバンキングの一例
だ。消費活動に紐づく、決済や一部の
ローンはオープンバンキングの波で金融
機関としての価値は薄れていくことは避
けられないだろう。

昨今、金融機関はバリューチェーンの川
上、川下に出ることで収益機会の拡大を
目指してきた。だが、顧客からの金融機
関に対する期待は想像以上に低い。

オープンバンキングの潮流をポジティブ
に捉え、金融機関として価値を創出すべ
きか金融機能として価値を創出すべき
か、領域毎に将来戦略を見つめなおして
いく必要があるのではないだろうか。
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図表1  年齢区分別将来人口推計

カスタマー・エクスペリエンス
（顧客体験）向上取り組みの高まり

近年、少子高齢化による人口減少を背景
とした各業界での成長の鈍化・停滞が課
題視されている（図表1）。新規顧客の
獲得が困難になったことで、既存顧客
との関係構築の重要性が増し、カスタ
マー・エクスペリエンスの向上が叫ばれ
るようになった。カスタマー・エクスペ
リエンス向上の目的は、一つ一つの体験
における顧客の感情を大切にし、ロイヤ
リティを高め、長く愛されるブランドに
なることである。また、デジタル化の進
展により、顧客接点が多様化し、増加し
たため、包括的な顧客体験マネジメント
の必要性が高まっている。例えば、ある
顧客が異なる接点からアクセスしてきた
際にも、同一の顧客と認識し、他チャネ
ルでの対応履歴を踏まえた、サービスの
提供が望まれる。

保険業界のカスタマー・エクスペ
リエンス向上における課題

保険業界において、カスタマー・エクス
ペリエンス向上に取り組むにあたり、主
に2つの課題がある。

1つ目の課題は、契約中心のビジネスモ
デルである。多くの保険会社では、各
サービスの提供の根拠が保険契約である
ため、顧客名や顧客IDではなく、契約を
特定する証券番号中心でサービスが提供
される。その反面、保険会社によって
は、ある顧客が複数の契約を持っている
場合でも、データ上両契約の保有者が同
一顧客であると断定できないケースも発
生している。その結果、個々契約に対す
るサービスの履歴は集約可能でも、顧客
単位で情報を集約できず、各サービス同
士が断絶してしまう。カスタマー・エク
スペリエンス向上において、顧客ごとの

包括的な体験の提供は重要であり、個々
サービスの質の向上はもちろんのこと、
各サービス同士が調和していることが望
まれる。サービスの調和は、体験におけ
る顧客の感情を大きく左右する。例え
ば、どんなに丁寧な案内であっても、契
約ごとに同じ内容のものが2通届くよう
では顧客の感情に十分に訴えることは難
しい。契約中心のビジネスモデルから脱
却し、顧客中心のビジネスモデルに変革
しなくてはならない。散在する顧客デー
タを名寄せ・統合し、顧客単位で情報を
整理することで、各顧客を深く理解し、
各顧客にあったサービスを調和した形で
提供することが可能になる。

2つ目の課題は、保険事業が顧客接点の
少ないビジネスであることである。主な
顧客接点は契約時と保険事故発生時に限
られる。しかし、リスクに対応するとい
う商品の特性上、本来、顧客の抱えるリ

大きな2つの環境変化

1. 非金融事業者の金融参入

非金融事業者の銀行業参入が加速してい
る。2000年代初頭、楽天、セブン、ソ
ニー、イオン、といった非金融大企業の
一部が先駆けて銀行業に参入した。だが
この流れは一部の大手事業者に限られ
た。銀行業への参入は、投資・財務面は
もちろん、規制リスク対応、ノウハウ・
態勢整備、撤退の非容易性といった面
で、参入のハードルが非常に高いことが
背景にある。

しかしながら、この数年で風向きが変
わってきた。非金融事業者が既存銀行と
パートナーシップを組んで新たに銀行参
入を表明するケースが徐々に増えてお
り、その代表例がLINEとみずほ銀行の提
携であろう。膨大な顧客基盤・顧客接点
を持つ非金融事業者に真っ向から競争す
るよりも、価値共創する道を模索し始め
たものであり、顧客からは歓迎されるこ

とだ。現状、消費接点における金融体験
は大きく分断されている（英会話教室の
申込と教育ローンの申込を例にすれば、
英会話教室契約時に、教室の申込書を記
入した後、ローン申込をする信販会社等
の申込書に同じ内容を延々と転記するこ
とになり、最悪の場合には、手続き後に
ローン審査が謝絶、ということもあり得る）

消費活動の裏側にある金融サービスが消
費接点の中にシームレスに埋め込まれる
ことで、ストレスを感じない体験となる
ことは、潜在的な顧客ニーズとして数多
くある。銀行には、顧客の前面に出るべ
きポイントとそうでないポイントの見極
め・区別が求められる。

2. 銀行業のオープン化の潮流

金融先進地域行であるEUでは2016年に
PSD2（Revised Payment Services Directive）
という指令の法制度化が加盟各国に義務
付けられた。この指令は、要約すれば、
顧客指図の元、銀行は自行口座の情報開

示や決済指示を受付ける必要がある、と
いうものだ。銀行しか持ち得ていなかっ
た情報や機能を、APIを介して外部事業
者も利用することができるようになる
（＝銀行業のオープンAPI化）。2017年
に弊社が行った欧州非金融事業者決済担
当幹部50名へのインタビューでは、91%

が今後一年以内にオープンAPIを活用し
たサービスを開始すると回答し、また同
時に行ったグローバル大手行経営幹部
100名へのインタビューでも、95%が
2019年内に大規模な投資を行うと回答
している。実際に筆者が欧州のフィン
テック事業者調査を行った際も、大手銀
行の顧客情報を活用したサービス展開を
行っている例がいくつも見られた。

欧州の流れを受け、日本でも金融庁が主
導しオープンAPI化に向けた検討が進ん
でおり、近い将来、日本国内でもオープ
ンAPI化のビジネス機会への戦略的投資
が活発になることと想定するのは自然で
ある。

スクの変化にあわせ、継続的な見直しを
行うことが望ましい。この保障の見直し
を重要な顧客接点と捉え、カスタマー・
エクスペリエンス向上の機会としたい。
保障の見直しは、継続的・反復的なプロ
セスであるため、時間や場所にとらわれ
ない、デジタルの活用が適している。例
えば、日々インプットされる顧客データ
に応じてAIがリスクの変化を検知し、タ
イムリーに保障の見直しを提案するサー
ビスを提供することで、保険をより日常
的なものと捉えてもらうことができる。

これからの保険商品のあり方

カスタマー・エクスペリエンスの向上を
実現するにあたり、これからの保険商品
はどうあるべきであろうか。本丸の保険
商品がカスタマー・エクスペリエンス向
上を目指したものではない限り、サービ
スは調和せず、顧客の感情面に訴えるこ
とは難しくなる。現在の保険商品は、前
述のサービスと調和するものであるだろ

うか。継続的な保障の見直しを実施し、
必要な保障が判明したとして、それらの
保障をすぐに提供することはできるだろ
うか。保険の種類にもよるが、特に生命
保険の場合、加入時の審査に一定の時間
を要する。保険会社が継続するために、
重要なプロセスではあるが、変化への迅
速な対応を目指す継続的な保障見直し
サービスとは必ずしも調和しない。保険
商品のあり方を考え直す必要がある。1

つの考え方として、様々な保険商品を
個々に販売するのではなく、包括的な1

つのサービスとして提供したい。サービ
ス加入時にあらゆる情報をあらかじめ提
供してもらい、全ての保険についてアン
ダーライティングや保険料計算等、通常
保険契約ごとに発生する事務を完了して
おくことで、素早く保障を変更できるよ
うにする。リスクに応じて優先順位づけ
したポートフォリオに顧客の拠出可能な
保険料を振分け、最適な保障を構築す
る。保障に応じた保険料を請求するので

はなく、拠出可能な保険料の中で、リス
クへの対応の最大化を目指すことで、保
障変更時の事務を減らし、少ない保険料
でも情報さえ出せばサービスに加入でき
るようにする。保障を一元管理すること
で保障間のバランスを考慮したポート
フォリオの構築が可能であり、サービス
の調和にもつながる。拠出可能な保険料
の全てを使わなくてもリスクに対応可能
な場合、残額を生存保険等で積み立てる
ようにしてもよいだろう。将来的に他の
金融機関と協業することで、預金や株式
もポートフォリオの候補に加えることで
総合的な金融サービスに成長する可能性
もある。本来、リスクへの備え方は保険
に限定されなくてもよいと考えられるた
めである。預金から保険料を拠出するの
ではなく、リスクへの対応にフォーカス
し、余ったお金の運用方法の一つとして
預金を選択肢とすることで、より能動
的・戦略的な人生設計をすることも可能
となる。

AI導入戦略

前述のような複雑なポートフォリオの
日々変化するリスクを考慮したうえで、
タイムリーに見直し続けるのは非常に大
変である。このサービスの実現にAIの活
用を考えたい。近年のテクノロジー進展
の影響で、保険においてもデジタルの活
用に好意的な調査結果も出ているため、
顧客からも歓迎されるはずである（図表
2）。AIを活用したサービスの実現性を
高めるために、AIの導入戦略についても
考えておきたい。AIの導入で最もネック
になりやすいのが初期学習である。AIを
活用するためには、AIに情報を与え、学
習させる必要がある。AIの活用とフィー
ドバックを繰り返すことでAIが成長し、
より高度なアウトプットを出せるように
なることで活用が一層促進される、とい
うのが理想的なAIと人との関係である。
しかし、現実にこのような好循環を構築
するのは容易ではない。AIのアウトプッ
トの質が低く、そもそもビジネスで活用

されない場合や、AIの成長が期待より遅
く、利用者がフィードバックの意義を感
じられなくなってしまう場合等である。  

いずれの場合も、AIの初期育成段階で起
きやすい課題である。AIの導入を実現す
るためには、AIの育成方法、およびAIに
対して良質なフィードバックが集まる仕
組みを併せて考えなくてはならない。ま
ず、負荷の高い初期育成については、大
人数で実施することで、一人当たりの負
担を減らす方法を考えたい。思い切って
顧客をAIの育成に巻き込んではどうか。
十分に成熟する前のAIは適切なアウト
プットを返すことは困難なため、あくま
でベータ版と位置づけ、無償で「顧客の
状況をタイムリーに反映して保障見直し
を提案するAI」を提供し、使用してもら
うことで情報を収集する。また、良質な
フィードバックを得るため、提案内容を
参考情報として表示するだけでなく、保
障の見直しに直結させるべきである。提
案内容がどのように保障の見直しに反映
されたかは、AIにとって良質なフィード

バックになり得る。また、保険事故の発
生実績情報もインプット情報として活用
したい。

最後に

顧客をAIの育成に巻き込むということ
は、顧客にAIを育成するという体験を提
供することでもある。今後、AIの活用を
進めていくにあたり、情報を積極的に提
供し、社会でAIを育成していこうという
風土を醸成することは極めて重要であ
る。AI育成に積極的に関与したことで、
より良いサービスを享受できるようにな
るという経験は、AIを社会で育成してい
く大きな原動力になる。より良いサービ
スはたくさんのお金を出して買うのでは
なく、たくさんの情報を提供することで
一緒に作る、という価値観が社会で共有
されれば、AIは現在とは比べ物にならな
いスピードで発達し、カスタマー・エクス
ペリエンスの向上にも寄与するであろう。

ビジネスモデル

前述の通り、非金融事業者が銀行とパー
トナーシップを組んで新たに銀行業へ参
入するケースが増加してきた。ただ、銀
行の力を借りたとしても、やはり銀行業
免許を取得し、銀行事業を運営すること
は容易ではない。非金融事業者だけの問
題だけではなく、銀行側の体力にも限り
がある。結果、銀行参入が可能なのは、
資本体力や膨大な顧客基盤を持つ事業者
のみにとどまり、非金融事業者参入は市
場をディスラプトする程度の潮流には至
らないのではないかとの見方も一部にあ
る。否。これにオープンAPI化の潮流を
重ねると景色が変わってくる。

新しいビジネスモデル
～ オープンバンキング

オープンAPI化の潮流を逆手に取り、銀
行が金融機能を積極的にAPIで外部事業
者に解放することを考える。外部事業者

は、自社サービスの顧客動線の中に自社
ブランドの金融サービスを組み込み、消
費接点と金融接点がシームレスに繋がっ
た体験を構築することが出来ないだろう
か。銀行機能をAPI解放することを、
「オープンバンキング」と呼ぶ。かつて
ビル・ゲイツが述べた通り、金融の価値
創出の単位は「金融機関」ではなく「金
融機能」であるべき、というスタンスだ。

オープンバンキングを活用すると、外部
事業者は自社で銀行業免許を必ずしもと
る必要はなく、安価かつスピーディーに
事業を立上げることができ、事業撤退の
ハードルも下がる。結果として金融サー
ビスへの参入事業者が飛躍的に増え、ビ
ジネスのスケール余地は十分に生まれる
と考えられる。

戦略的ポジショニングオプション

オープンバンキングを想定したビジネス

モデルにおいて、銀行がとり得るポジ
ショニングは大きく4つに大別される
（図表1）。

① インテグレーター

自行商品・サービスを自行チャネルで顧
客に提供するモデル。（=従来のB2C銀行）

② ユビキタス・プレイヤー

自行の金融商品・サービスをAPIを介し
て外部事業者に解放。外部事業者を通じ
て商品・サービスを提供するモデル。外
部事業者は、例えば銀行代理業者として
自社サービスの中に金融サービスAPIを
組み込み顧客体験を設計することが可能
だ。銀行は多数の非金融事業者と提携す
ることで顧客基盤を一気拡大することが
狙え、かつ、営業店といったチャネルは
不要でコンパクトな運営態勢によるコス
トメリットを享受することも狙える。

モデルケース

2016年に設立されたドイツのSolaris 

Bank。口座・決済・ローンの機能を外
部事業者（銀行代理業者）に提供。EU

圏内で60以上の提携事業者基盤を有する。

③ プラグ&プレイヤー

自行商品・サービスだけでなく、他行・
他社の金融商品・サービスも自社チャネ
ルで顧客に提供するモデル。銀行は、顧
客にとって最適な商品を分析し提案する
ことが出来る。また、自行で一通りの商
品を取りそろえる必要がない。他社商材
も取り扱うため、新しい商材を低投資か
つクイックに顧客に届けることができ、
事業環境変化にも強い。銀行が直接顧客
接点を持つことから、②ユビキタス型で
は難しい、コンサルティング業務を要す
るような高度な商品の取り扱いも可能に
なる。

モデルケース

2013年に設立されたドイツのN26。自行
では流動性預金口座・決済機能を主に取
り扱い、貯蓄性口座、運用、保険、と
いった機能は外部サービス（大手事業者
やスタートアップと提携）をAPIを通じ
て活用。外部サービスのUIは完全にN26

のUIに統合されており、顧客体験の分断
が一切ない。

④ マーケットプレイス・プレイヤー

他行・他社含めた金融商品・サービスを
マ ー ケ ッ ト と し て 提 供 す る プ ラ ッ ト
フォーマーのポジション。外部事業者は
必要な金融機能を選択しAPIを通じて提
供する。プラットフォーマーとしてAPI

提供先の外部事業者基盤や開発者基盤を
広く抑える。金融機関がサプライヤと
なっていく中、価格競争に巻き込まれな
いポジションや、顧客理解や事業者理解
といったインテリジェンス領域における
競争優位性・持続性も獲得することを狙う。

モデルケース

スペインのBBVAが2016年にスタートし
たAPIマーケットサービス。自行＋外部
のAPIをマーケットとして提供。2016年
の一年間で1,500ものAPI利用事業者・外
部API開発者がプラットフォームに登録。

実現に向けて

オープンバンキング型のビジネスモデル
を実現するにあたっては、各業種におけ
るユースケースデザイン、プライシング
モデル、リスク管理指針、情報／顧客
データベース設計等々の従来型銀行との
差分になる部分で様々な論点がすぐに思
いつくだろう。

ただし、本当に重要であり、まずもって
考えなければならないのがシステムの問
題だ。特に、不可侵の聖域とされていた
コアバンキングシステムへの手入れが必
須になる。ここを乗り越えなければ絵に
描いた餅止まりである。

正解の分からないビジネスに対する実現
指針

オープンバンキングを始めとした、隆盛
直後の、誰もやったことが無い、正解が
分からないビジネスに対し、多大なコス
ト、リソース、時間を投下し、さらには
既存事業をリスクにさらしてまで実行判
断を行うことは現実的に難しい。

こういった案件を推進するにあたって
は、既存資源に手を入れることなく、割
り切って、「早く、安く、ゼロベースで
新しく作る」アプローチが有効と考え
る。特にコアバンキングシステムのよう
な重厚長大かつ柔軟性の低いシステムに
対してはなおさらである。

実際、スペインのSantander銀行は2017

年新しいデジタルバンキングサービスを
ローンチするために、別エンティティ

（Openbank）をリブランディングし、
全く新しくコアバンキングシステムを導
入しなおした。その際システムだけでな
く、ガバナンスモデル（新サービス等の
投資意思決定プロセス等）も親会社から
切り離し、独自でスピーディに行えるよ
う、新たに構築している。

as a Service型でのシステム活用

早く、安く、新しくバンキングシステム
を立ち上げる一つの具体的なソリュー
ションは、as a Service型のシステム利
用だ。例えば、グローバルで実績を上げ
ている、2011年に設立されたドイツの
Manbu社はコアバンキングシステムを
SaaS型で銀行に提供しており、年間5億
円でバンキングシステムを導入すること
が可能だ。

最後に

2019年、アップル社がApple Cardを発表
したことは記憶に新しい。ゴールドマ
ン・サックス社が機能提供してアップル
社ブランドでクレジットカードを提供す
る、まさにオープンバンキングの一例
だ。消費活動に紐づく、決済や一部の
ローンはオープンバンキングの波で金融
機関としての価値は薄れていくことは避
けられないだろう。

昨今、金融機関はバリューチェーンの川
上、川下に出ることで収益機会の拡大を
目指してきた。だが、顧客からの金融機
関に対する期待は想像以上に低い。

オープンバンキングの潮流をポジティブ
に捉え、金融機関として価値を創出すべ
きか金融機能として価値を創出すべき
か、領域毎に将来戦略を見つめなおして
いく必要があるのではないだろうか。
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図表2  保険サービスの消費者調査

カスタマー・エクスペリエンス
（顧客体験）向上取り組みの高まり

近年、少子高齢化による人口減少を背景
とした各業界での成長の鈍化・停滞が課
題視されている（図表1）。新規顧客の
獲得が困難になったことで、既存顧客
との関係構築の重要性が増し、カスタ
マー・エクスペリエンスの向上が叫ばれ
るようになった。カスタマー・エクスペ
リエンス向上の目的は、一つ一つの体験
における顧客の感情を大切にし、ロイヤ
リティを高め、長く愛されるブランドに
なることである。また、デジタル化の進
展により、顧客接点が多様化し、増加し
たため、包括的な顧客体験マネジメント
の必要性が高まっている。例えば、ある
顧客が異なる接点からアクセスしてきた
際にも、同一の顧客と認識し、他チャネ
ルでの対応履歴を踏まえた、サービスの
提供が望まれる。

保険業界のカスタマー・エクスペ
リエンス向上における課題

保険業界において、カスタマー・エクス
ペリエンス向上に取り組むにあたり、主
に2つの課題がある。

1つ目の課題は、契約中心のビジネスモ
デルである。多くの保険会社では、各
サービスの提供の根拠が保険契約である
ため、顧客名や顧客IDではなく、契約を
特定する証券番号中心でサービスが提供
される。その反面、保険会社によって
は、ある顧客が複数の契約を持っている
場合でも、データ上両契約の保有者が同
一顧客であると断定できないケースも発
生している。その結果、個々契約に対す
るサービスの履歴は集約可能でも、顧客
単位で情報を集約できず、各サービス同
士が断絶してしまう。カスタマー・エク
スペリエンス向上において、顧客ごとの

包括的な体験の提供は重要であり、個々
サービスの質の向上はもちろんのこと、
各サービス同士が調和していることが望
まれる。サービスの調和は、体験におけ
る顧客の感情を大きく左右する。例え
ば、どんなに丁寧な案内であっても、契
約ごとに同じ内容のものが2通届くよう
では顧客の感情に十分に訴えることは難
しい。契約中心のビジネスモデルから脱
却し、顧客中心のビジネスモデルに変革
しなくてはならない。散在する顧客デー
タを名寄せ・統合し、顧客単位で情報を
整理することで、各顧客を深く理解し、
各顧客にあったサービスを調和した形で
提供することが可能になる。

2つ目の課題は、保険事業が顧客接点の
少ないビジネスであることである。主な
顧客接点は契約時と保険事故発生時に限
られる。しかし、リスクに対応するとい
う商品の特性上、本来、顧客の抱えるリ

大きな2つの環境変化

1. 非金融事業者の金融参入

非金融事業者の銀行業参入が加速してい
る。2000年代初頭、楽天、セブン、ソ
ニー、イオン、といった非金融大企業の
一部が先駆けて銀行業に参入した。だが
この流れは一部の大手事業者に限られ
た。銀行業への参入は、投資・財務面は
もちろん、規制リスク対応、ノウハウ・
態勢整備、撤退の非容易性といった面
で、参入のハードルが非常に高いことが
背景にある。

しかしながら、この数年で風向きが変
わってきた。非金融事業者が既存銀行と
パートナーシップを組んで新たに銀行参
入を表明するケースが徐々に増えてお
り、その代表例がLINEとみずほ銀行の提
携であろう。膨大な顧客基盤・顧客接点
を持つ非金融事業者に真っ向から競争す
るよりも、価値共創する道を模索し始め
たものであり、顧客からは歓迎されるこ

とだ。現状、消費接点における金融体験
は大きく分断されている（英会話教室の
申込と教育ローンの申込を例にすれば、
英会話教室契約時に、教室の申込書を記
入した後、ローン申込をする信販会社等
の申込書に同じ内容を延々と転記するこ
とになり、最悪の場合には、手続き後に
ローン審査が謝絶、ということもあり得る）

消費活動の裏側にある金融サービスが消
費接点の中にシームレスに埋め込まれる
ことで、ストレスを感じない体験となる
ことは、潜在的な顧客ニーズとして数多
くある。銀行には、顧客の前面に出るべ
きポイントとそうでないポイントの見極
め・区別が求められる。

2. 銀行業のオープン化の潮流

金融先進地域行であるEUでは2016年に
PSD2（Revised Payment Services Directive）
という指令の法制度化が加盟各国に義務
付けられた。この指令は、要約すれば、
顧客指図の元、銀行は自行口座の情報開

示や決済指示を受付ける必要がある、と
いうものだ。銀行しか持ち得ていなかっ
た情報や機能を、APIを介して外部事業
者も利用することができるようになる
（＝銀行業のオープンAPI化）。2017年
に弊社が行った欧州非金融事業者決済担
当幹部50名へのインタビューでは、91%

が今後一年以内にオープンAPIを活用し
たサービスを開始すると回答し、また同
時に行ったグローバル大手行経営幹部
100名へのインタビューでも、95%が
2019年内に大規模な投資を行うと回答
している。実際に筆者が欧州のフィン
テック事業者調査を行った際も、大手銀
行の顧客情報を活用したサービス展開を
行っている例がいくつも見られた。

欧州の流れを受け、日本でも金融庁が主
導しオープンAPI化に向けた検討が進ん
でおり、近い将来、日本国内でもオープ
ンAPI化のビジネス機会への戦略的投資
が活発になることと想定するのは自然で
ある。

スクの変化にあわせ、継続的な見直しを
行うことが望ましい。この保障の見直し
を重要な顧客接点と捉え、カスタマー・
エクスペリエンス向上の機会としたい。
保障の見直しは、継続的・反復的なプロ
セスであるため、時間や場所にとらわれ
ない、デジタルの活用が適している。例
えば、日々インプットされる顧客データ
に応じてAIがリスクの変化を検知し、タ
イムリーに保障の見直しを提案するサー
ビスを提供することで、保険をより日常
的なものと捉えてもらうことができる。

これからの保険商品のあり方

カスタマー・エクスペリエンスの向上を
実現するにあたり、これからの保険商品
はどうあるべきであろうか。本丸の保険
商品がカスタマー・エクスペリエンス向
上を目指したものではない限り、サービ
スは調和せず、顧客の感情面に訴えるこ
とは難しくなる。現在の保険商品は、前
述のサービスと調和するものであるだろ

うか。継続的な保障の見直しを実施し、
必要な保障が判明したとして、それらの
保障をすぐに提供することはできるだろ
うか。保険の種類にもよるが、特に生命
保険の場合、加入時の審査に一定の時間
を要する。保険会社が継続するために、
重要なプロセスではあるが、変化への迅
速な対応を目指す継続的な保障見直し
サービスとは必ずしも調和しない。保険
商品のあり方を考え直す必要がある。1

つの考え方として、様々な保険商品を
個々に販売するのではなく、包括的な1

つのサービスとして提供したい。サービ
ス加入時にあらゆる情報をあらかじめ提
供してもらい、全ての保険についてアン
ダーライティングや保険料計算等、通常
保険契約ごとに発生する事務を完了して
おくことで、素早く保障を変更できるよ
うにする。リスクに応じて優先順位づけ
したポートフォリオに顧客の拠出可能な
保険料を振分け、最適な保障を構築す
る。保障に応じた保険料を請求するので

はなく、拠出可能な保険料の中で、リス
クへの対応の最大化を目指すことで、保
障変更時の事務を減らし、少ない保険料
でも情報さえ出せばサービスに加入でき
るようにする。保障を一元管理すること
で保障間のバランスを考慮したポート
フォリオの構築が可能であり、サービス
の調和にもつながる。拠出可能な保険料
の全てを使わなくてもリスクに対応可能
な場合、残額を生存保険等で積み立てる
ようにしてもよいだろう。将来的に他の
金融機関と協業することで、預金や株式
もポートフォリオの候補に加えることで
総合的な金融サービスに成長する可能性
もある。本来、リスクへの備え方は保険
に限定されなくてもよいと考えられるた
めである。預金から保険料を拠出するの
ではなく、リスクへの対応にフォーカス
し、余ったお金の運用方法の一つとして
預金を選択肢とすることで、より能動
的・戦略的な人生設計をすることも可能
となる。

AI導入戦略

前述のような複雑なポートフォリオの
日々変化するリスクを考慮したうえで、
タイムリーに見直し続けるのは非常に大
変である。このサービスの実現にAIの活
用を考えたい。近年のテクノロジー進展
の影響で、保険においてもデジタルの活
用に好意的な調査結果も出ているため、
顧客からも歓迎されるはずである（図表
2）。AIを活用したサービスの実現性を
高めるために、AIの導入戦略についても
考えておきたい。AIの導入で最もネック
になりやすいのが初期学習である。AIを
活用するためには、AIに情報を与え、学
習させる必要がある。AIの活用とフィー
ドバックを繰り返すことでAIが成長し、
より高度なアウトプットを出せるように
なることで活用が一層促進される、とい
うのが理想的なAIと人との関係である。
しかし、現実にこのような好循環を構築
するのは容易ではない。AIのアウトプッ
トの質が低く、そもそもビジネスで活用

されない場合や、AIの成長が期待より遅
く、利用者がフィードバックの意義を感
じられなくなってしまう場合等である。  

いずれの場合も、AIの初期育成段階で起
きやすい課題である。AIの導入を実現す
るためには、AIの育成方法、およびAIに
対して良質なフィードバックが集まる仕
組みを併せて考えなくてはならない。ま
ず、負荷の高い初期育成については、大
人数で実施することで、一人当たりの負
担を減らす方法を考えたい。思い切って
顧客をAIの育成に巻き込んではどうか。
十分に成熟する前のAIは適切なアウト
プットを返すことは困難なため、あくま
でベータ版と位置づけ、無償で「顧客の
状況をタイムリーに反映して保障見直し
を提案するAI」を提供し、使用してもら
うことで情報を収集する。また、良質な
フィードバックを得るため、提案内容を
参考情報として表示するだけでなく、保
障の見直しに直結させるべきである。提
案内容がどのように保障の見直しに反映
されたかは、AIにとって良質なフィード

バックになり得る。また、保険事故の発
生実績情報もインプット情報として活用
したい。

最後に

顧客をAIの育成に巻き込むということ
は、顧客にAIを育成するという体験を提
供することでもある。今後、AIの活用を
進めていくにあたり、情報を積極的に提
供し、社会でAIを育成していこうという
風土を醸成することは極めて重要であ
る。AI育成に積極的に関与したことで、
より良いサービスを享受できるようにな
るという経験は、AIを社会で育成してい
く大きな原動力になる。より良いサービ
スはたくさんのお金を出して買うのでは
なく、たくさんの情報を提供することで
一緒に作る、という価値観が社会で共有
されれば、AIは現在とは比べ物にならな
いスピードで発達し、カスタマー・エクス
ペリエンスの向上にも寄与するであろう。

ビジネスモデル

前述の通り、非金融事業者が銀行とパー
トナーシップを組んで新たに銀行業へ参
入するケースが増加してきた。ただ、銀
行の力を借りたとしても、やはり銀行業
免許を取得し、銀行事業を運営すること
は容易ではない。非金融事業者だけの問
題だけではなく、銀行側の体力にも限り
がある。結果、銀行参入が可能なのは、
資本体力や膨大な顧客基盤を持つ事業者
のみにとどまり、非金融事業者参入は市
場をディスラプトする程度の潮流には至
らないのではないかとの見方も一部にあ
る。否。これにオープンAPI化の潮流を
重ねると景色が変わってくる。

新しいビジネスモデル
～ オープンバンキング

オープンAPI化の潮流を逆手に取り、銀
行が金融機能を積極的にAPIで外部事業
者に解放することを考える。外部事業者

は、自社サービスの顧客動線の中に自社
ブランドの金融サービスを組み込み、消
費接点と金融接点がシームレスに繋がっ
た体験を構築することが出来ないだろう
か。銀行機能をAPI解放することを、
「オープンバンキング」と呼ぶ。かつて
ビル・ゲイツが述べた通り、金融の価値
創出の単位は「金融機関」ではなく「金
融機能」であるべき、というスタンスだ。

オープンバンキングを活用すると、外部
事業者は自社で銀行業免許を必ずしもと
る必要はなく、安価かつスピーディーに
事業を立上げることができ、事業撤退の
ハードルも下がる。結果として金融サー
ビスへの参入事業者が飛躍的に増え、ビ
ジネスのスケール余地は十分に生まれる
と考えられる。

戦略的ポジショニングオプション

オープンバンキングを想定したビジネス

モデルにおいて、銀行がとり得るポジ
ショニングは大きく4つに大別される
（図表1）。

① インテグレーター

自行商品・サービスを自行チャネルで顧
客に提供するモデル。（=従来のB2C銀行）

② ユビキタス・プレイヤー

自行の金融商品・サービスをAPIを介し
て外部事業者に解放。外部事業者を通じ
て商品・サービスを提供するモデル。外
部事業者は、例えば銀行代理業者として
自社サービスの中に金融サービスAPIを
組み込み顧客体験を設計することが可能
だ。銀行は多数の非金融事業者と提携す
ることで顧客基盤を一気拡大することが
狙え、かつ、営業店といったチャネルは
不要でコンパクトな運営態勢によるコス
トメリットを享受することも狙える。

モデルケース

2016年に設立されたドイツのSolaris 

Bank。口座・決済・ローンの機能を外
部事業者（銀行代理業者）に提供。EU

圏内で60以上の提携事業者基盤を有する。

③ プラグ&プレイヤー

自行商品・サービスだけでなく、他行・
他社の金融商品・サービスも自社チャネ
ルで顧客に提供するモデル。銀行は、顧
客にとって最適な商品を分析し提案する
ことが出来る。また、自行で一通りの商
品を取りそろえる必要がない。他社商材
も取り扱うため、新しい商材を低投資か
つクイックに顧客に届けることができ、
事業環境変化にも強い。銀行が直接顧客
接点を持つことから、②ユビキタス型で
は難しい、コンサルティング業務を要す
るような高度な商品の取り扱いも可能に
なる。

モデルケース

2013年に設立されたドイツのN26。自行
では流動性預金口座・決済機能を主に取
り扱い、貯蓄性口座、運用、保険、と
いった機能は外部サービス（大手事業者
やスタートアップと提携）をAPIを通じ
て活用。外部サービスのUIは完全にN26

のUIに統合されており、顧客体験の分断
が一切ない。

④ マーケットプレイス・プレイヤー

他行・他社含めた金融商品・サービスを
マ ー ケ ッ ト と し て 提 供 す る プ ラ ッ ト
フォーマーのポジション。外部事業者は
必要な金融機能を選択しAPIを通じて提
供する。プラットフォーマーとしてAPI

提供先の外部事業者基盤や開発者基盤を
広く抑える。金融機関がサプライヤと
なっていく中、価格競争に巻き込まれな
いポジションや、顧客理解や事業者理解
といったインテリジェンス領域における
競争優位性・持続性も獲得することを狙う。

モデルケース

スペインのBBVAが2016年にスタートし
たAPIマーケットサービス。自行＋外部
のAPIをマーケットとして提供。2016年
の一年間で1,500ものAPI利用事業者・外
部API開発者がプラットフォームに登録。

実現に向けて

オープンバンキング型のビジネスモデル
を実現するにあたっては、各業種におけ
るユースケースデザイン、プライシング
モデル、リスク管理指針、情報／顧客
データベース設計等々の従来型銀行との
差分になる部分で様々な論点がすぐに思
いつくだろう。

ただし、本当に重要であり、まずもって
考えなければならないのがシステムの問
題だ。特に、不可侵の聖域とされていた
コアバンキングシステムへの手入れが必
須になる。ここを乗り越えなければ絵に
描いた餅止まりである。

正解の分からないビジネスに対する実現
指針

オープンバンキングを始めとした、隆盛
直後の、誰もやったことが無い、正解が
分からないビジネスに対し、多大なコス
ト、リソース、時間を投下し、さらには
既存事業をリスクにさらしてまで実行判
断を行うことは現実的に難しい。

こういった案件を推進するにあたって
は、既存資源に手を入れることなく、割
り切って、「早く、安く、ゼロベースで
新しく作る」アプローチが有効と考え
る。特にコアバンキングシステムのよう
な重厚長大かつ柔軟性の低いシステムに
対してはなおさらである。

実際、スペインのSantander銀行は2017

年新しいデジタルバンキングサービスを
ローンチするために、別エンティティ

（Openbank）をリブランディングし、
全く新しくコアバンキングシステムを導
入しなおした。その際システムだけでな
く、ガバナンスモデル（新サービス等の
投資意思決定プロセス等）も親会社から
切り離し、独自でスピーディに行えるよ
う、新たに構築している。

as a Service型でのシステム活用

早く、安く、新しくバンキングシステム
を立ち上げる一つの具体的なソリュー
ションは、as a Service型のシステム利
用だ。例えば、グローバルで実績を上げ
ている、2011年に設立されたドイツの
Manbu社はコアバンキングシステムを
SaaS型で銀行に提供しており、年間5億
円でバンキングシステムを導入すること
が可能だ。

最後に

2019年、アップル社がApple Cardを発表
したことは記憶に新しい。ゴールドマ
ン・サックス社が機能提供してアップル
社ブランドでクレジットカードを提供す
る、まさにオープンバンキングの一例
だ。消費活動に紐づく、決済や一部の
ローンはオープンバンキングの波で金融
機関としての価値は薄れていくことは避
けられないだろう。

昨今、金融機関はバリューチェーンの川
上、川下に出ることで収益機会の拡大を
目指してきた。だが、顧客からの金融機
関に対する期待は想像以上に低い。

オープンバンキングの潮流をポジティブ
に捉え、金融機関として価値を創出すべ
きか金融機能として価値を創出すべき
か、領域毎に将来戦略を見つめなおして
いく必要があるのではないだろうか。
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出典：『Distribution and Marketing Services Consumer Study – Insurance – Report』

保険情報の収集に
オンラインチャネル(※)を好む

追加の利益が享受できるなら、
より多くの情報を保険会社に提供可能

加入すべき保険種類に関する
システム算出のアドバイスを受けたい
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